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指標に基づく評価

地場産を中心とした安全・安心な物資の購入を基本に、美味しく栄養バランス
のとれた学校給食の提供に努めました。農業関連団体、地元生産者等と連携
し、質と量の供給体制、栽培契約の実施などにより安定した納品が見込め使用
率の向上につながりました。

学校給食管理事業

中事業 06

学校教育の充実 三国学校給食センター

三国学校給食管理事業

事業区分 自治事務（義務的なもの） 事業種別 ソフト事業

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

総事業費 258,846

平成28年度　事務事業評価シート

昭和６１年に建設され約３０年を経過し、施設設備が老朽化するなか点検整備等を十
分に行うとともに、故障にも速やかに対応し安定的に安全で美味しい給食を提供でき
るように努めましたが、修繕費も年々かさんできています。
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大事業 051

学校給食費 評価指標 単位

＜事業の名称等＞

年度 平成28年度 平成27年度予算 款 10 教育費 項 06 保健体育費 目 04

0.00

指標

地場産食材を使った加工品

指標

地場産食材使用率
％

平成26年度 平成25年

有

達成率(%) 0.00 0.00 0.00 0.00

指標の説明

目標

実績 5 5 3

達成率(%) 100.00 100.00 0.00
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実績

実
施
手
段
・

方
法
等

園児、児童、生徒の発達段階に応じた栄養バランスのとれた献立による給食の提供
を行います。（中学校1校、小学校6校　約1,850食、幼保園5園　約470食）
安心安全な給食を提供するために、施設整備の計画的な維持管理や修繕等、管理運
営の充実を図ります。 現状と課題

（単位：千円）

平成28年度 平成27年度 平成26年度

目
的
・
趣
旨

園児、児童、生徒が生涯を通じて健康な生活を送る基礎を培う、安全で美味しく、
栄養バランスのとれた給食を提供することにより、健康増進、体位向上を図るとと
もに、学校給食における正しい食事のあり方や望ましい食習慣等、食に関する指導
の充実を図る。

指標の説明

施設の老朽化のため修繕費がかさんできていますが、現状を維持するよう努めまし
た。施設の一部を改修し、平成28年9月より学校給食アレルギー対応食提供事業を実
施しています。また、地元で旬な時期にとれる食材の供給体制を整え契約栽培を実施
するなど、積極的に食育及び地産地消に取り組みました。

これまでの見
直しや改善等

の実績

効率性に課題 　

達成率(%)

人件費 111,479 112,937

正職員 14.00 人

一般財源 163,098 156,089 168,652

財
源
内
訳

国県支出金 279

その他特定財源 95,748 97,933 100,148

継続
目標年度 平成29年度

短期的な方向性
継続

臨時職員 12.10 人 10.00 人 9.00 人

人員計 26.10 人 23.00 人 23.00 人

121,117

254,301 268,800

コ
ス
ト

事業費 147,367 141,364 147,683

方向性の
説明

学校給食提供事業は児童生徒の心身の健康の維持・増進を図るものであり、学校給食アレ
ルギー対応食提供事業も含め、当事業を継続していきます。農業関連団体、地元生産者等
と連携し、常に生産状況等についての情報収集を行い使用時期を見極め、積極的に食育及
び地産地消に取り組んでいきます。また、平成３２年度に新・改築の計画でありますが、
その間の施設整備は現状通り実施していきます。

総合
戦略

政策パッケージ

施策

　 　

根拠法令

根拠例規

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ

学校給食法、学校給食衛生管理基準

坂井市立学校給食センター条例、同条例施行規則

坂井市総合計画、坂井市教育振興基本計画、坂井市食育推進計画

中長期的な方向性

目標年度 平成32年度

人
員

13.00 人 14.00 人


